
 

 

 

監  第  3 7  号 

平成 28 年 9 月 6 日 

 

 京都市長 門 川 大 作 様 

 

京都市監査委員 山 本 惠 一 

同     隠 塚   功 

同        鶴 谷     

同        光 田 周 史 

 

 

平成 27 年度健全化判断比率審査意見及び資金不足比率審査意見の提出について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定により審査に付された平成

27 年度決算における健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類並びに同

法第 22 条第１項の規定により審査に付された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を

記載した書類について，審査し，意見を決定しましたので，次のとおり提出します。 

なお，鶴谷 監査委員は，当該年度において左京区長の職にあったため，各比率の審査に関

し，関係する会計の審査について，地方自治法第 199 条の 2 の規定により，除斥しました。 
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表記に関する注意事項 

 

注１ 表中に用いる金額は，総務省が示す健全化判断比率等の算定方法に基づき，原則として

1,000 円未満を四捨五入して表示した。 

２ 文中及び表中に用いる比率は，総務省が示す健全化判断比率等の算定方法に基づき，原則

として小数点以下第 3位又は第 2位を切り捨てて表示した。 

３ 表中に用いる「0」は該当数値はあるが単位未満のもの，また，「－」は該当数値がないも

のを示す。 
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  平成 27 年度健全化判断比率審査意見及び資金不足比率審査意見 

 

第１ 審査の対象 

 

 １ 健全化判断比率審査 

 

平成 27 年度決算における次の健全化判断比率の算定及びその算定の基礎となる事項を

記載した書類 

 

  実質赤字比率 

  連結実質赤字比率 

  実質公債費比率 

  将来負担比率 

 

２ 資金不足比率審査 

 

平成 27 年度決算における次の特別会計に係る資金不足比率の算定及びその算定の基礎

となる事項を記載した書類 

 

  京都市地域水道特別会計 

  京都市京北地域水道特別会計 

  京都市特定環境保全公共下水道特別会計 

    京都市中央卸売市場第一市場特別会計 

    京都市中央卸売市場第二市場・と畜場特別会計 

    京都市農業集落排水事業特別会計 

    京都市土地区画整理事業特別会計 

    京都市水道事業特別会計 

    京都市公共下水道事業特別会計 

    京都市自動車運送事業特別会計 

    京都市高速鉄道事業特別会計 

 

第２ 審査の着眼点及び実施内容 

   健全化判断比率及び資金不足比率が適正に算定されているか，また，その算定の基礎と

なる事項を記載した書類が適正に作成されているかを審査するため，健全化判断比率及び

資金不足比率の算定の基礎となる事項を記載した書類と関係部局が所管する関係帳簿及

び証書類とを照合するとともに，質問調査を行った。 
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第３ 審査の期間及び実施場所 

 

   平成 28 年 6 月 1 日から同年 8 月 30 日まで 

   監査事務局執務室 

 

第４ 審査の結果 

 

 １ 健全化判断比率審査 

 

  健全化判断比率の算定及びその算定の基礎となる書類の作成 

   健全化判断比率の算定及びその算定の基礎となる事項を記載した書類の作成について，

法令等の趣旨に沿って適正に行われていると認めた。 

平成 27 年度決算における健全化判断比率（各比率の算定結果及び地方公共団体の財政

の健全化に関する法律に基づく財政健全化計画の策定が求められる早期健全化基準，財

政再生計画の策定が求められる財政再生基準）は，次のとおりである。 

 

（表 1）平成 27 年度決算における健全化判断比率 

（単位：％） 

項  目 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

算 定 結 果 － － 15.2 229.6 

早期健全化基準 11.25 16.25 25.0 400.0 

財 政 再 生 基 準 20.00 30.00 35.0  

(参考)平成 26年度 － － 15.0 228.9 

 

また，健全化判断比率等の対象となる会計等は，次のとおりである。 
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（表 2）健全化判断比率等の算定対象会計等 

 

区  分 比率の算定対象会計等 

一
般
会
計
等 

一般会計  

一般会計等に属
する特別会計 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別
会計 

  

雇用対策事業特別会計   

土地取得特別会計   

市公債特別会計   

市立病院機構病院事業債特別会計  

そ
の
他
の
特
別
会
計 

一般会計等以外
の特別会計のう
ち公営企業に係
る特別会計以外
の特別会計 

国民健康保険事業特別会計  

介護保険事業特別会計  

後期高齢者医療特別会計  

駐車場事業特別会計  

公営企業に
係る特別会
計 

法
非
適
用 

地域水道特別会計  

京北地域水道特別会計  

特定環境保全公共下水道特別会計  

中央卸売市場第一市場特別会計  

中央卸売市場第二市場・と畜場特別
会計 

 

農業集落排水事業特別会計  

土地区画整理事業特別会計  

法
適
用 

水道事業特別会計  

公共下水道事業特別会計  

自動車運送事業特別会計  

高速鉄道事業特別会計  

   

一部事務組合・広域連合 

（京都府後期高齢者医療広域連合,関西広域連合等） 
 

   

地方公社・第三セクター，地方独立行政法人等 

（京都市土地開発公社，京都御池地下街株式会社等） 
  

注 1 「法適用」は地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業，「法非適用」はそれ以外
の公営企業である。 

  2 資金不足比率は，公営企業ごとに算定される。審査の結果は，「２ 資金不足比率審査」の
とおり。 

実
質
赤
字
比
率 

実
質
公
債
費
比
率 

将
来
負
担
比
率 

連
結
実
質
赤
字
比
率 

資
金
不
足
比
率 
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  健全化判断比率の分析 

ア 実質赤字比率 

     一般会計等の実質赤字額を標準財政規模で除した比率である実質赤字比率について，

当年度は，前年度と同様に実質赤字額がなかったため発生していない。 

 

（表 3）実質赤字比率算定結果の対前年度比較 

（単位：千円，％） 

年 度 
実質赤字額 

Ａ 

標準財政規模 

Ｂ(注) 

実質赤字比率 

Ａ／Ｂ 

早期健全化 

基  準 

財政再生 

基  準 

平成 27 年度 － 350,679,173 － 

11.25 20.00 平成 26 年度 － 348,859,404 － 

対前年度増△減 － 1,819,769 － 

  注 標準財政規模とは，地方公共団体の一般財源（使途が特定されず，どのような経費にも使用すること

ができる財源）の標準的な大きさを示す指標で，標準税収入額等に普通交付税額を加算して求められる。 

なお，健全化判断比率の算定上は，臨時財政対策債発行可能額を含めることとされているため，これ

を含む額で記載している。 
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     本市の一般会計等に当たる会計の実質収支額の状況は，次のとおりである。 

当年度は，前年度と同様に全ての会計で実質収支が黒字又は均衡することとなった

ため，実質赤字額は生じなかった。 

 

（表 4）一般会計等の会計別実質収支額の対前年度比較 

（単位：千円） 

会 計 名 平成 27 年度 平成 26 年度 
対前年度 

増△減額 

一般会計 1,894,951 2,107,306 △212,355 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 － － － 

雇用対策事業特別会計 642 39 603 

土地取得特別会計 － － － 

市公債特別会計 699 638 61 

市立病院機構病院事業債特別会計 － － － 

合  計 1,896,292 2,107,983 △211,691 

注 実質収支額の算定上，事業繰越及び支払繰延に係るものを翌年度へ繰り越すべき財源に含めて控除し

ているため，各会計における決算の実質収支額と一致しないものがある。 
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   イ 連結実質赤字比率 

     全ての会計の実質収支額及び資金剰余額又は不足額の合計である連結実質赤字額を

標準財政規模で除した比率である連結実質赤字比率について，当年度は，前年度と同

様に連結実質赤字額がなかったため発生していない。 

 

（表 5）連結実質赤字比率算定結果の対前年度比較 

（単位：千円，％） 

年  度 
連結実質赤字額 

Ａ 

標準財政規模 

Ｂ 

連結実質赤字 

比率 Ａ／Ｂ 

早期健全化

基  準 

財政再生 

基  準 

平成 27 年度 － 350,679,173 － 

16.25 

 

30.00 

 

平成 26 年度 － 348,859,404 － 

対前年度増△減 － 1,819,769 － 

 

    本市の各会計の実質収支額及び資金剰余額又は不足額の状況は，次のとおりである。 

当年度は，国民健康保険事業特別会計で実質収支の赤字額が生じた一方で，高速鉄

道事業特別会計において資金の不足が解消し，一般会計，公共下水道事業特別会計な

どにおいて実質収支に黒字又は資金の剰余が生じたため，連結実質赤字額は生じてい

ない。 
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（表 6）各会計の実質収支額及び資金剰余額又は不足額の対前年度比較 
（単位：千円） 

会計名 平成 27 年度 平成 26 年度 
対前年度 
増△減額 

実
質
収
支
額
（
公
営
企
業
に
係
る
特
別
会
計
以
外
の
会
計
）

一般会計 1,894,951 2,107,306 △212,355 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 － － － 

雇用対策事業特別会計 642 39 603 

土地取得特別会計 － － － 

市公債特別会計 699 638 61 

市立病院機構病院事業債特別会計 － － － 

国民健康保険事業特別会計 △281,109 1,351,202 △1,632,311 

介護保険事業特別会計 762,270 1,041,903 △279,633 

後期高齢者医療特別会計 504,398 628,992 △124,594 

駐車場事業特別会計 － － － 

小 計 Ａ 2,881,851 5,130,080 △2,248,229 

資
金
剰
余
額
又
は
不
足
額
（
公
営
企
業
に
係
る
特
別
会
計
） 

地域水道特別会計 － － － 

京北地域水道特別会計 － － － 

特定環境保全公共下水道特別会計 － － － 

中央卸売市場第一市場特別会計 1,018,060 780,210 237,850 

中央卸売市場第二市場・と畜場特別会計 － － － 

農業集落排水事業特別会計 － － － 

土地区画整理事業特別会計 220,840 116,718 104,122 

水道事業特別会計 11,393,698 10,703,252 690,446 

公共下水道事業特別会計 17,022,494 20,645,001 △3,622,507 

自動車運送事業特別会計 2,964,513 737,648 2,226,865 

高速鉄道事業特別会計 － △3,833,830 3,833,830 

小 計 Ｂ 32,619,605 29,148,999 3,470,606 

合  計 Ａ＋Ｂ 35,501,456 34,279,079 1,222,377 

注 実質収支額の算定上，事業繰越及び支払繰延に係るものを翌年度へ繰り越すべき財源に含めて控除し

ているため，各会計における決算の実質収支額と一致しないものがある。 
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  ウ 実質公債費比率 

    地方債の元利償還金と準元利償還金に要する一般財源の合計額を標準財政規模で除

した比率（ただし，普通交付税算定上の基準財政需要額算入額は，実質公債費比率算

定上の分子及び分母からそれぞれ控除する。）である実質公債費比率については，直近

3 箇年の平均値をとることとされており，当年度は 15.2％で，前年度に比べ 0.2 ポイ

ント上昇しているが，早期健全化基準及び財政再生基準を下回っている。 

 

（表 7）実質公債費比率算定結果の対前年度比較 

（単位：千円，％，ポイント） 

項  目 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

各
年
度
の
単
年
度
実
質
公
債
費
比
率 

元利償還金 Ａ 48,048,809 47,013,907 47,552,622 45,816,614 

準元利償還金 Ｂ 76,967,170 78,891,708 84,578,779 83,209,718 

Ａ，Ｂに充当することの
できる特定の歳入 Ｃ 

26,094,003 28,324,903 28,998,943 28,897,985 

Ａ，Ｂに係る基準財政需
要額算入額 Ｄ 

56,507,547 55,559,660 54,985,488 55,304,861 

標準財政規模 Ｅ 348,674,149 348,875,497 348,859,404 350,679,173 

単年度実質公債費比率 14.51721 14.32621 16.38355 15.17515 

Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｄ 42,414,429 42,021,052 48,146,970 44,823,486 

     Ｅ－Ｄ 292,166,602 293,315,837 293,873,916 295,374,312 

実質公債費 

比率 

(3 箇年平均) 

平成 27 年度  15.2 

平成 26 年度 15.0  

対前年度増△減 0.2 

早期健全化基準 25.0 

財 政 再 生 基 準 35.0 
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平成 27 年度の単年度の実質公債費比率は，元利償還金及び準元利償還金が減少し

たことなどから，15.17515％となり，前年度に比べて 1.20840 ポイント下降してい

る。この比率が平成 24 年度の単年度の比率を上回っているため，3 箇年平均の実質

公債費比率については上昇している。 

 

（表 8）準元利償還金の内容 

（単位：千円） 

項  目 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

① 
満期一括償還地方債の 1 年当た

りの元金償還金に相当するもの 
52,208,147 54,532,862 60,889,171 59,064,537 

② 

一般会計等以外の会計への繰入

金のうち，地方債の償還の財源に

充てたと認められるもの 

23,678,927 23,437,230 22,765,433 23,220,729 

③ 

加入組合等への補助金又は負担

金のうち，当該組合等が起こした

地方債の償還の財源に充てたと

認められるもの 

－ － － － 

④ 

債務負担行為に基づく支出のう

ち，地方財政法第 5 条各号に規定

する経費に係るもの 

1,070,799 921,024 921,669 922,329 

⑤ 一時借入金の利子 9,297 592 2,506 2,123 

合  計 76,967,170 78,891,708 84,578,779 83,209,718 
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エ 将来負担比率 

   一般会計等が将来実質的に負担する債務であると考えられる将来負担額から充当可

能財源等を控除した額を標準財政規模（ただし，普通交付税算定上の基準財政需要額

算入額は控除する。）で除した比率である将来負担比率について，当年度は 229.6％と

なり，前年度に比べ 0.7 ポイント上昇しているが，早期健全化基準を下回っている。 

 

（表 9）将来負担比率算定結果の対前年度比較 

（単位：千円，％，ポイント） 

年  度 

将来負担額 

 

Ａ 

充当可能 

財 源 等 

Ｂ 

標準財政 

規  模 

Ｃ 

元利償還金，

準元利償還金

に係る基準財

政需要額算入

額  Ｄ 

将来負担 

比  率 

(Ａ－Ｂ) 

(Ｃ－Ｄ) 

早 期 

健全化 

基 準 

平成 27 年度 1,838,644,257 1,160,464,321 350,679,173 55,304,861 229.6 

400.0 平成 26 年度 1,828,538,697 1,155,845,561 348,859,404 54,985,488 228.9 

対前年度増△減 10,105,560 4,618,760 1,819,769 319,373 0.7 

  

将来負担額の内容は，表 10 のとおりであり，主なものは一般会計等に係る地方債現

在高や，退職手当支給予定額などである。また，充当可能財源等の内容は，表 11 の

とおりであり，主なものは将来負担額に充当できる基金残高などである。 

将来負担額が増加したことなどから，将来負担比率は前年度に比べ上昇している。 
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（表 10）将来負担額の内容 

（単位：千円） 

項  目 平成 27 年度 平成 26 年度 
対前年度 
増△減額 

① 一般会計等の地方債現在高 1,448,727,741 1,427,474,050 21,253,691 

② 

債務負担行為に基づく支出予定額のうち，

地方財政法第 5 条各号に規定する経費に係

るもの 

PFI 事業に係る経費のうち建設事業費相 

当額，依頼土地の買戻しに係る経費等 

12,719,414 14,792,019 △2,072,605 

③ 
一般会計等以外の会計の地方債の元金償還

に充てる一般会計等からの繰入必要見込額 
292,522,959 297,998,231 △5,475,272 

④ 
加入組合等の地方債の元金償還に充てる当

該団体からの負担等見込額 
－ － － 

⑤ 

退職手当支給予定額のうち，一般会計等に

おける実質的な負担見込額 

年度末において職員全員が自己都合退 

職した場合に，一般会計等が負担する 

と見込まれる退職手当支給額 

78,465,644 84,144,119 △5,678,475 

⑥ 

設立した一定の法人の負債の額 

（土地開発公社及び地方独立行政法人の負

債の額） 

6,208,499 4,130,278 2,078,221 

そのもののために債務を負担している場合

の当該債務のうち，当該法人等の財務・経

営状況を勘案した一般会計等の負担見込額 

損失補償を行う出資法人等の債務，公 

的保証機関の保証債務及び制度融資に 

係る金融機関の貸付けに係る損失補償 

債務のうち，一般会計等が負担すると 

見込まれる額 

⑦ 連結実質赤字額 － － － 

⑧ 
加入組合等の連結実質赤字額相当額のうち

一般会計等における実質的な負担見込額 
－ － － 

将来負担額（①～⑧合計） 1,838,644,257 1,828,538,697 10,105,560 
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（表 11）充当可能財源等の内容 

（単位：千円） 

項  目 平成 27 年度 平成 26 年度 
対前年度 
増△減額 

⑨ 

表 10 の①から⑥に充てることができる基

金残高 

①から⑥に充てることができると認め 

られる基金残高のうち，現金・預金及 

び国債・地方債・政府保証債等として 

保有しているものの額 

127,769,384 119,888,178 7,881,206 

⑩ 

表 10 の①から⑥に充てることができる特

定の歳入の見込額 

①から⑥に充てることができると認め 

られる国庫支出金や公営住宅の使用料， 

地方債を財源とする貸付金の償還金， 

都市計画税収入などの見込額 

321,373,158 330,251,359 △8,878,201 

⑪ 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算

入見込額 

地方債現在高等のうち，将来普通交付 

税算定上の基準財政需要額として算入 

されると見込まれる額 

711,321,779 705,706,024 5,615,755 

充当可能財源等（⑨～⑪合計） 1,160,464,321 1,155,845,561 4,618,760 
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 ２ 資金不足比率審査 

 

  資金不足比率の算定及びその算定の基礎となる書類の作成 

   資金不足比率の算定及びその算定の基礎となる事項を記載した書類の作成について，

法令等の趣旨に沿って適正に行われていると認めた。 

平成 27 年度決算における資金不足比率（算定結果及び地方公共団体の財政の健全化に

関する法律に基づく経営健全化計画の策定が求められる経営健全化基準）は，次のとお

りである。 

 

（表 12）平成 27 年度決算における資金不足比率 

      （単位：％） 

会計名 算定結果 
経営健全化 

基   準 

(参考) 

平成 26 年度  

地域水道特別会計 －  

 20.0 

－  

京北地域水道特別会計 －  －  

特定環境保全公共下水道特別会計 －  －  

中央卸売市場第一市場特別会計 －  －  

中央卸売市場第二市場・と畜場特別会計 －  －  

農業集落排水事業特別会計 －  －  

土地区画整理事業特別会計 －  －  

水道事業特別会計 －  －  

公共下水道事業特別会計 －  －  

自動車運送事業特別会計  －  －  

高速鉄道事業特別会計 －  14.8  

 

  資金不足比率の分析 

公営企業に係る会計ごとに資金の不足額を事業の規模で除した比率である資金不足比

率について，当年度は，すべての会計において，資金不足比率は発生していない。 


